　　　　　　　　　　　　佐賀の商店街の現状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下元敬一朗

　・はじめに
　県内各地の中心市街地は、長引く景気の低迷に加え、車社会の発展、大型店の郊外立地、商業者の高齢化・後継者不足などにより、依然として空洞化に歯止めがかからない厳しい状況が続いている。

商店街には、単にものを販売するという機能のほかに、地域コミュニティをつなぐ役割があると考えられる。近年、大型ショッピングセンターなどの進出が数多く見られえるがこれらの店舗に地域コミュニティを見出すのは難しい。

最近では、地域自体のつながりも希薄になりつつある。しかし、商店街を立て直そうとしている今、この地域の結びつきが重要となるのは間違いない。

　第１章　厳しい現実

・厳しい環境

　佐賀県にも巨大ショッピングセンターが次々と出店している。これらの商業施設は若者中心の集客に絶大な実績をあげている。若者たちは近くの商店街よりも、多くの商業施設が入っているショッピングセンターに行くのである。これは、消費者心理からすれば一般的な考えである。

　また、商店街経営者の年齢も40歳代から60歳代までの人が多く、後継者不足となっているのが現状である。

・「まち」の変遷と状況
「まち」の変遷を振り返ると、高度経済成長以降、車社会が急速に進展し、それに伴い、郊外での住宅開発とともに様々な施設や機能の郊外移転も進み、市街地は拡大を続けてきた。　そのような中、中心市街地では、さまざまな要因が重なって、近年、空洞化が進み、衰退が続いている。日に日に交通量が減少し、一部には｢シャッター通り｣化している。
・中心市街地が担ってきた機能、役割
　中心市街地は、その歴史を遡れば、城下町や宿場町など、それぞれ地域ごとに沿革は異なるものの、戦後の復興の中で高度経済成長とともに、商業をはじめ業務機能や公共サービスのなどの様々な機能が集積するようになり、多様な経済活動を支えまた、地域の産業を育てるなど、｢まち｣の中心的な機能を担ってきた。
　同時に、そこを拠点とした公共交通ネットワークが形成され、周辺の地域からも多くの人が訪れるなど、周辺部を含む地域時全体の交流の中心としての役割も担ってきた。
　また、そこには多くの人々が住み、地域のコミュニティが形成され、それぞれの地域において、長い年月をかけ、歴史や伝統、文化を育むとともに、地域固有の町並みを形成してきた。　このようなことから、中心市街地は、「まちの顔」、｢地域の顔｣といえる。

・中心市街地の空洞化

中心商店街における空き店舗は、近年増加の一途をたどっている。空き店舗は一定の水準を超えると商業地としての魅力を低下させ、来街者を減らし、そのことがほかの店舗経営を悪化させ「空き店舗が空き店舗を呼ぶ」がごとく周囲に波及し、空洞化が加速するという悪循環に陥っている状況が県内の中心商店街でもかなり見られる。

旧佐賀市を例に、中心市街地の通行量を調べてみると、昭和60年(約35万人)をピークに年々減少し、平成18年(約8万5千人)には、ピーク時の4分の1以下まで落ち込んでいる。また中心商店街における空き店舗の増加とともに、市街地内では空き家の数も増えている。
・中心市街地空洞化の問題点

　そもそも「まち」にはその核ともいえる中心商店街があったが、最近では、「まち」の中に日々の買い物の場がなくなり、地域住民、特に自家用車での移動が困難な高齢者にとって生活の利便性が低下するといった状況がすでに生まれている。
　また、従来、商店街の店舗には住居も併設され、「まち」には、地域のコミュニティが形成され、多くの人々が暮らし、集う生活の場があったが、郊外への宅地開発に伴い、商店主もその多くが郊外の住居を移すようになっている。

　こうした状況を外部から見ると、中心部だけでなく、その地域全体が寂れているかのようなマイナスのイメージとなりかねず、その結果、地域外からからの企業進出や新たな投資が敬遠されるなど、経済面での不利益を招くことも懸念される。
　このように考えれば、中心市街地の空洞化は、｢まち｣の中心部から活力を奪うだけでなく、その周辺部まで含めた地域全体にわたる活力の低下を招く恐れがあり、今まさにそのような状況が進行しつつあると思われる。
・商店街活性へ

今の商店街のままでは若者の集客率が悪く活気がない。商店街活性化には、商店街自体の意識改革をしなければならない。多少価格を下げたり品揃えを増やしたりしても到底大型ショッピングセンターにはかなわない。商店主は今の経営の考えを見直さなければならないのかもしれない。しかし、一度身についた経営手法の考えを変えるのは難しい。

ではどうすれば、商店街に活気を戻すことができるのだろうか。その取り組みは大きく二つに分けられる。第１は新たな人材を生み出し、商店街に若い力を投入するという取り組みを行う。第２は全国の活気のある商店街の取り組みを取り入れる。全国の事案を知り、取り入れることで、少しでも活性化につながればよい。
　
第２章　新たな人材

　
・新たな試み

前途したように、近年、多くの都市の中心市街地においてモータリゼーション化への対応不足、中心部の人口減少と高齢化等を背景に衰退、空洞化現象が進んでいる。都市の商店街においても、問題は深刻化し、郊外の大型ロードサイド店に顧客を奪われ空き店舗が目立っている。

そこで商店街の活性化を目的とした空き店舗対策として、地元商工会、商店街振興組合等が空き店舗の一部を店舗開業希望者に、期間限定で格安に賃貸する創業支援事業を始めた。この試みを「チャレンジショップ」という。つまり、店を経営したいという意欲のある人に、商売のノウハウを学んでもらうための店である。ここでは、1週間の研修を行った後に実際に店主として店を経営することになる。

チャレンジショップ事業主体には、国、都道府県から補助金が給付される等行政もバックアップしている。
「チャレンジショップ」とは文字通りショップ開業にチャレンジする人達と、空き店舗対策を図る地元商店街との双方のメリットを目指す試みである。
・その内容とは
チャレンジショップの多くは１週間から１年といったように出店期間が限られている。また、一人前のショップオーナーとして独立できる見通しがついたら、チャレンジショップを卒業して、本格的に空き店舗に入居することも出来る。佐賀のチャレンジショップでは、佐賀市内に独立開業すれば毎月２万円、商店組合から支給される制度がある。こうして、佐賀の商店街を再び活性化するためにあたらしい人材を育てている。その商店街の顔となる店主の育成にチャレンジショップなどを通して前向きに進めるべきである。
それに加え、什器等も格安で借りられ、譲ってもらうことも多く、また敷金・礼金も必要ない。つまり初期費用は標準的開業に比べ格段の安さである。また家賃も１万円から３万円程度で、しかも水道光熱費を含むケースが多い。
ショップ開業後に経営診断、指導等事業主体からの支援やアドバイスも受けられ、脱サラや主婦、学生等の素人がショップ経営に挑戦している。短期にローコストで市場調査等も行える「チャレンジショップ」は実験的な活用が見込まれる。
「チャレンジショップ」の事業主体は、地元商工会、商工会議所、商店街振興組合、第３セクター等である。また、各省庁が管轄する補助金制度の相談窓口として、中心市街地活性化推進室が設置されている。
第３章　　チャレンジショップの役割
・富山のチャレンジショップ

１９歳から４０歳までの１２人が、ショップ経営に参加した「たかおかミニ・チャレンジショップ　トライズ」が、富山県高岡市・ＪＲ高岡駅横のデュオビル１階にオープンした。同様の試みでは、富山市・中央通りの「フリーク・ポケット」が成功例として挙げられるが、高岡でもチャレンジショップに大きな期待が寄せられている。経営指導に関しては高岡商工会議所がバックアップしている。この「フリークポケット」は、地元商店街の発案から始まり、チャレンジャー（創業希望者）への支援も地元商店街の方々の協力により行われている。商店街の空き店舗に、「フリークポケット」の卒業生が次々と出店し、商店街の賑わい創出に大きく貢献している。「フリークポケット」の成功のカギは、地元商店街の方々をはじめとした、地域の人たちが協力、連携してチャレンジャーを支援しているところにあったと考えられる。
・バラエティに富んだショップ構成
　販売する商品は国産・輸入物のカジュアルファッション、アンティーク、輸入雑貨、アニメゲームなどのキャラクターグッズ、ビーズの手芸店、クレープ＆ソフトクリームの店など、バラエティに富んだ構成。マリンスポーツ店のオーナーは、「高岡にはスキューバダイビングの店がなかったので、装備と器具の販売は もちろん、将来的には指導教室を兼ねた専門店を目指したい」と意欲的である。また、シルバージュエリーとアンティークのオーナーは趣味が高じて脱サラし、「安く買えるオリジナル商品の魅力を伝えたい」という。
　オープンの一週間後、高岡商工会議所が行った調査によると、一日の来店者は３３７人。成功例とされる富山市の「フリーク・ポケット」の平日約２５０人、 休日約５００人と比較しても、まずまずの滑り出しといえる。約４カ月を過ぎた現在でも夕方以降は高校生の姿もかなり見受けられるようになり、常連客 をしっかりとつかまえているショップも少なくない。
・空き店舗の減少
フリークポケットを立ち上げる前の空き店舗率は１３％と深刻なものであったが、導入後わずか２年で２,９％まで減少した。フリークポケットの卒業生が独立して賃貸をおこなうなど、その波及効果を狙って若者向けのショップを出店するケースが増えてきたからである。昨今では、大型店の無印良品と長崎屋が相次いで撤退するなど、空き店舗率は８％程度にまで上昇したものの、個店が入居できるスペースは全て埋まっている。空き店舗が埋まることにより、人通りも多くなった。中央通り商店街の通行量を見てみると、フリークポケットを立ち上げた平成９年では、平日で２４％、休日で２０,５％の増加となった。その後も毎年増加傾向が続いており、特に若者の増加が目立っている。
・厳しい入居審査
チャレンジショップ事業を成功に導くためには、しっかりとしたビジョンや計画をもつ起業家に店舗を貸し出すことが重要となる。「空き店舗を何とかして埋めなければ」という焦りが出てしまうと、どうしても審査基準に甘さが生じてくる。「たとえ空き店舗が埋まらないとしても、納得のいく商品と魅力ある起業家と出会うまでは絶対に貸さない」という、しっかりとした方針を持って入居審査を行うことが質の高いチャレンジショップをつくる。

・現場に密着した経営指導
チャレンジショップの入居者は、店舗経営の経験がないため、あらゆる指導が必要となる。商店街で成功を収めている商店主が現場まで出向き、自らの経験を生かしてアドバイスを行うことは、入居者にとっては非常に心強い。また、フリークポケットの業種構成が中央通り商店街と同様、衣料・雑貨店が中心となっていることもポイントである。つまり、同業種の成功者が指導してくれることで入居者も「聞く耳」を持つということである。
・若手が中心
フリークポケットの発案者をはじめ、立ち上げに向けた諸活動、フリークポケット入居者への現地指導など、商店街の若手が積極的に参画している。若手の持つ創造性、満ち溢れる情熱、ハードな活動に耐えうる体力などがフリークポケットを成功に導いたと言ってよい。その一方で、若手の意見を積極的に聞き、活性化に向けた事業として実現させた、商店主、市役所職員などの器量の多さも重要な要因である。たとえ、若手がどんなにいいアイデアを持っていても「若手の意見だから」と聞き流す商店街風土であれば実現はありえない。
・商店街に自主財源
フリークポケットが事業として立ち上がった大きな要因として、中央通り商店街が駐車場運営で年間約１億円という自主財源を有していることがあげられる。たとえ豊富なアイデアがあったとしても、先立つものがないと実現は困難である。行政もさまざまな商店街支援を行っているが、商店街の一定割合の自己負担を原則としている。駐車場やポイントカード事業の運営といった、商店街が自主財源を確保できるような仕組みづくりは重要といえる。チャレンジショップは、しっかりとした「しくみ」がなされていないと効果も期待できない。それゆえに、この事例は大きなヒントになるのではないか。
　・富山チャレンジショップのこれから

経営者としての夢の実現を高岡市と高岡商工会議所がサポート。しかし、来店者は順調に増えているとはいえ、ミニショップは元々黒字経営が難しいといわれており、景気低迷に伴い、“商売の現実”に直面するケースも見受けられることから、高岡商工会議所では、各店ごとに担当員をつけて経営相談に応じるなど、きめ細かいサポートを続けている。空き店鋪増加に悩む中心商店街の活性化につなげるには、第一期生となる彼等の意欲の継続が大きなカギとなるからだ。
そのなかで、高岡市では創業者支援資金の年齢制限を撤廃するなど、ショップ卒業生への支援策を打ち出すという支援もある。また、県では「チャレンジショップ研究会」を立ち上げ、チャレンジショップ事業におけるチャレンジャー（創業希望者）に対する教育・支援システムやチャレンジショップの卒業生が地域の空き店舗を活用できる空き店舗供給システムなどのモデルスキームを提案している。今後は、「チャレンジショップ現地研究会」を石岡市と日立市で行い、チャレンジショップ事業の課題とその解決策について検討していく予定である。
　今後は継続的なイベントの企画や「フリークポケット」卒業生との懇談会なども予定され、若者中心の集客による活性化と将来の商店経営者育成に大きな期待が寄せられている。
・チャレンジショップ商店街をつくること

　チャレンジショップを卒業した出店者は、中心市街地に独立開業し、「地域に愛される店づくり」を実践し、毎日の商いの中で「地域になくてはならない店」として、謙虚に素直に地域のお客様と共に育つお店を目指す。その理念と若い感性を持った店がまちなかに点在し、やがて、その方向性を同じくする仲間が集積できるように誘導し、仕組みを構築していく。そして、卒業生自らの手で商い人が創り出せるような風土を創り上げていく。これが卒業生と現役生の共存した「チャレンジショップ商店街」。「小さな志」を持った小さな商店が集まり、既存商業者に影響を与えなければならない。
第４章　　賑わう商店街
・福岡県飯塚市の商店街の取り組み
飯塚市の中心市街地は､郊外への大型店･専門店の出店や福岡都市圏との競合により､土日の来街者が減少傾向にあり、また、平成１５年７月の集中豪雨による水害で空き店舗の増加が強く懸念されていた｡

一方で､平成１５年１１月には吉原町再開発ビルである｢あいタウン｣がオープンし､中心商店街の回遊性の拡大に向け空き店舗対策によるテナントミックスを行うことにより､地域に不可欠な魅力ある商店街の形成と新規来街者の誘引を図った。

また､中心市街地が一体となって様々なイベント事業に取り組む事で｢あいタウン｣との回遊性も増し､土日の来街者増が期待できる。さらには、中高年齢者･環境問題などNPOや学生など様々な団体等と連携することにより､時代に即応した活性化事業の実施が可能になると思われる。


・テナントミックス事業

この商店街は、商店街全体を一つのショッピングモールととらえ、空き店舗を活用し、商店街への新規来街者の誘引を図るため、新規事業者の出店を促進し、魅力ある商店街の形成を図るテナントミックス事業を実施。現在、４店舗が出店し、営業中である。
商店街の強みである地域との交流を活かし、観光事業、歴史的な祭りと一体となり土日の来街者の誘因を図るため、復GOセール「７月１９日飯塚大水害復興感謝祭」、山笠写真展、敬老会イベント、ぶらり市、年末年始イベント等、本町アーケードリニューアルイベント、雛のまつりなどのイベントを行った。
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・商店街サポーターズ事業

地域住民を対象とした商店街サポーターズを結成し、消費者から様々な意見を取り入れ、消費者と合同でみんなの商店街、まちづくりを進める。たとえば、商店街ツアーの実施、定期イベントの開催、空き店舗表示パネルの設置、商店街グルメマップの作、商店街モニターの設置、商店街お店PRビデオ制作・上映、商店街サポーターズ情報誌フリーペーパーの発行準備、会員証の発行などをした。これらにより、消費者の立場に立った運営ができる。さらに、中心市街地活性化の核的存在である商業ビル「あいタウン」と商店街との回遊性を図り、郊外への流出を阻止するため、イベントの相互利用や広報活動を行った。また、あいタウン駐車場９０分無料化が消費者に浸透し、商店街との回遊にも貢献できた。
・大学生、NPO等と連携した活性化事業

大学生、NPO団体等と連携したまちづくりの一環として、空き店舗や広場を活用し、気軽に事業活動を行ったりできるスペースの確保を図り、地域に不可欠な商店街として地域住民の認識を高める事業を実施した。また、平成１２年度からの空き店舗対策事業として定着しており、入居希望者等問合せも多い。また、一目で空き店舗の情報がわかる「空き店舗表示パネル」の作成により、入居促進が図られ、空き店舗入居者の定着率は全国的に見ても高くなっている。商店街の強みである地域との交流を活かしたイベント開催した結果、消費者にとってより身近で、楽しめる商店街であることが認知された。

・取り組みの結果
テナントミックス事業で開店した４店舗のうち、移転した１店舗を除く３店舗は現在も継続営業しており、商店街の空き店舗解消に貢献している。家賃補助制度に関する入居希望の問合せは多く、空き店舗入居者が安心して店舗展開する手法として定着しつつある。消費者にとってより身近で楽しめる商店街を目指し、様々な形で魅力的なイベントを開催したところ、大きな集客効果があった。学生と連携して企画を行うことにより、若者が商店街に足を運ぶようになった。また、様々なイベントの際には市内のＮＰＯ団体やボランティア団体と連携しており、商店街活性化事業の意義が地域に浸透しつつある。
・事業の課題
テナントミックス事業については、各商店街の特性にあった業種・店舗が配置されるか、また、長期的に店舗営業が行われるか等が課題である。また、イベント事業でも集客できる売り出しや企画性に富んだイベントの開催回数を増やし、いつも何か楽しさが感じられる商店街づくりを目指すことが課題となる。

そのほかに、本町商店街が独自で平成１７年から年金支給日に合わせて実施しているおげんきデー（偶数月の１５日）を全商店街で実施し、健康相談など高齢者を対象としたイベントを開催し、お年寄りに優しい商店、商店街を目指すことが必要。
若者にも楽しんでもらうため、また、事業を広く市民に理解してもらうため、市内にある3つの大学の学生やNPO等との連携の強化を図ることが課題である。

第５章　　佐賀市商店街の取り組み
　・呉服町名店街
佐賀県内唯一の、子どもの本の専門店を運営していたNPO「ピピン」が、拠点としていた住宅街の店舗から立ち退きの通告を受けたため、佐賀市の街づくり推進課に相談に来た。
街づくり推進課では、子どもの本を専門に扱う本屋を誘致することは、中心市街地の活性化に大いに貢献すると判断し、空き店舗の家主との交渉を行った。呉服町名店街にNPOと市が協力して店舗を設置。空洞化が著しく進む中心商店街の空き店舗へ店を誘致するにあたり、進出するNPOと市の職員が協力して店舗改装を実施した。
結果として、街の活性化に非常に協力的な家主と出会うことができ、極めて安い賃料での交渉が成立し、｢ピピン｣が中心市街地に進出することになった。

・手作りの店作り

もともと、子どもたちに良質な本を提供したいという思いで立ち上げたNPOであったため、店舗の改装費用等に費やす経費は持っていない。相談を受けた職員は、店舗の改装を手伝うことにした。補助金を使っての空き店舗対策もいいだろうが、労力を提供する形の空き店舗対策事業もあっていいだろうと考えた。たまたま、大工仕事が得意な職員がいたということもあって、店舗の改装作業が始めることができた。
実際に、店舗の改装を始めてみると様々な効果が目に見えて出てきた。まず、手伝いを頼んできた「ピピン」のスタッフも一緒に作業を始めた。補助金をもらって建設業者を使った場合、こうはいかなかっただろう。次に、街づくり推進課の職員が店舗の改装をやっているということで、商店街の人たちが、次々に現場を訪れた。

・｢ピピン｣に期待する街づくり

みんなの手によって、「ピピン」は、平成１８年５月７日に引越しを終え、13日にオープンした。街なかに出てきた「ピピン」は、子どもの本の専門店としてだけでなく、中心市街地のマンションに住みながら街なかを歩かない若い親子と街との出会いの場として、中心市街地のお年寄りと子どもたちとのふれあいの場として、そして子どもたちの成長を見守る場所として活躍してくれると期待されている。

・人のネットワーク

店舗の改装をするにあたって、昨年１０月に合併したばかりの町の森林組合から、地元産の木材を安価で提供してもらった。今回の事業において、職員やNPOの奥さんたちが特殊な技能を持っていたわけではない。みんなが持っていたのは、何とかしたいという気持ちだけである。街づくりにおける人のネットワークの重要性を痛感することとなった。こうした中、行政の職員が街の人と一緒になって何かに取り組むことが、地域コミュニティの再生に貢献し、ひいては活性化の足がかりになるということが重要である。

・地域連携の拡大

「ピピン」を誘致した空き店舗は、佐賀市の中心市街地の中でも最も空洞化が著しい地域にある。市では、隣接する道路を沿道の人々の協力を得て、３年がかりで歩きたくなる道路のモデルケースとして整備してきた。当初は反対者が多かったこの地区の人たちが、今では「ピピン」の開業を心待ちにしているという。道路のモデルケースとしてだけではなく、地域コミュニティ拡大のモデルケースとしても期待したい。

・佐賀のチャレンジショップ

佐賀市では、中心市街地の空き店舗対策に早くから取り組み“銀天通り商店街”において平成１２年度から継続的にチャレンジショップ事業を実施してきた。これまで合計５１人が出店し２６人が独立し、そのうち１８人が市内で開業するといった成果が得られた。しかし、上述したように設置したチャレンジショップ周辺地区の商業ビルの閉鎖や、小売店の相次ぐ撤退、遊興飲食店の増加等により、昼型から夜型の通りへと変化してしまったことから、売上げが思うように取れなくなってしまった。また、家賃等の優遇支援期間終了後、自力での開業に四苦八苦する出店者も多かった。
チャレンジショップの設置場所を佐賀市のメインストリートである“唐人町商店街”に移行し、運営面等も大幅見直しを図り、商店街が主体となって若い開業希望者を育てるような方法で実施することとした。
・事業内容
佐賀市でもっとも人通りが多く、小売業を中心とした商業集積地である“唐人町商店街”の空き店舗を活用したチャレンジショップ事業を実施した。やる気ある若者たちを積極的に受け入れて、元気ある商店主を中心に様々なサポートを行って育成することにより、商店街の魅力向上を目指したものである。これまでのチャレンジショップ事業との比較をすると、前述の通り、佐賀市では平成１２年度から平成１５年度まで、銀天通り商店街においてチャレンジショップを実施してきた。平成１６年度では、これまでの経験を踏まえ当時の課題に対応する形で、運営面、出店者育成面、独立支援面において次のような見直しを行った。
①運営面の見直し
優遇支援により家賃等の出店者負担が非常に少なかったため、希望者が出店しやすい反面、独立後とのギャップが大きすぎて、自力での開業目途がたたないといった問題があったことから以前よりも家賃を高く設定する（月15,000 円→40,000円）等の見直しを行った。また、チャレンジショップの運営部会のメンバーは、これまで商店街の役員を中心とした組織であった。しかし今回は、唐人町商店街の“元気ある商業者”を中心にチャレンジショップを卒業し市内で既に開業しているOB やコンサルタントで構成される「サポートチーム」を組織し、企画・募集・運営・ＰＲや出店者教育など様々な支援、相談を実施した。
②出店者の育成面の見直し
運営部会委員を中心に、独立開業に必要な知識と実務を学ぶ各種研修を実施した。専門家等による“商売に必要な基礎知識の習得”についてはこれまでも行ってきたが、今回は新たに“修行制度”を取り入れ、出店者を市内の繁盛店に派遣し商売の心構えやノウハウ等の現場研修を行う「実践の場」を提供した。また、独立直前には“独立モデル店舗視察”を行い、自らのモデルとなるような店舗を視察し、事業計画を作成する機会を取り入れた。
③独立支援制度の見直し
以前のチャレンジショップ事業では、出店期間終了後、佐賀市中心市街地内で独立する者を対象に「独立支援事業費補助金」を設け、改装費の一部の補助（審査あり）を実施してきたが、１６年度からは対象経費を広げ、家賃・宣伝費の一部も補助対象とすることとした。さらには、中心市街地内に限らず佐賀市内で独立開業する者全員を対象とした“独立支度金制度”を新設し、これまで納めたチャレンジショップの出店費（月４万円×１２ヶ月）の２分の１を支度金として返戻することとした。
・商店街の認知度
チャレンジショップを情報誌等で広報したり、各種メディアに取り上げられたりしたことで、チャレンジショップだけでなく唐人町商店街の知名度が高まった。また、元気なやる気のあるお店が増えることで空き店舗の解消だけでなく商店街の魅力が向上した。メディアを通して独立を目指す若い起業家とそのお店を知った人達が多く訪れ、商店街に若い来街者が増加した。
・商店街の組織、周辺個店への影響
チャレンジショップに入店した店主に、唐人町商店街振興組合の組合員として入会してもらい、商店街のイベント等に協力してくれることで組織内に活気が生まれた。商店街の既存メンバーや運営部会も、チャレンジャーから逆に刺激を受けることもあり、商店街に新しい風を起こした。
第6章 　佐賀市商店街のこれから
· 富山のチャレンジショップとの比較

富山のチャレンジショップの大きな特徴は、自主財源である。富山では商店街での駐車場運営で１億円の自主財源がある。この財源が大きくチャレンジショップ成功へと導いた。これは、駐車場やポイントカード事業の運営といった、商店街が自主財源を確保できるような仕組みづくりによって確保された。

ただ、財源がないからといって何もしないのでは話にならない。富山のチャレンジショップで見習う点はまだある。それは、出店数の多さである。幅の広いジャンルの店が集まることにより、集客数も大幅にアップしたと考えられる。その点、佐賀のチャレンジショップでは、やや手狭な敷地に対し、店舗数も３店舗と魅力にかけている。
　チャレンジショップの高い開業率が続くためには、市民・地域の方々・卒業生・商店街の役職員・行政・関連支援団体の運営委員会と事務局とで、出店者を全面的にバックアップしていることが必要である。チャレンジショップ１店舗あたりの広さは約４坪であり、物販には少し手狭である。１店舗あたりのスペースをもっと広げたい。また、独立した後も、業種、業態に即した研修等サポートを行う必要がある。出店者には、早い時期から独立を意識させ準備（特に、売上や利益等の数字に裏打ちされた現実的な準備と意識）をさせることが必要である。
具体的には、毎月の営業成績のチェックと勉強会、２ヶ月毎の全体出店者協議会、６ヶ月毎の継続審査による計画遂行能力のチェックなどがある。これは出店者の「自ら立てた計画を、自らの知恵と工夫で達成すること」を体感してもらうための仕組みである。商いを始めた時に、直ぐには計画通りにならない。苦しいことやこれでいいのかという迷いや不安や孤独感を、全体出店者会議で発表する。一つの店舗の課題をみんなで共有し、その裏側にある「小さな成長をみんなで温かく見守っている」という安心感があるからこそ、出店者も頑張れるのである。

・飯塚市商店街との比較

　佐賀市の中心商店街は前途したように、夜型となっている。飯塚は昼にイベントを行い、商店街全体をひとつのショッピングセンターと考えている。また、大学生・NPOなどと連携し、消費者の意見をおおく反映、消費者が商店街に訪れやすいように商店街近くの駐車場を無料開放している。やはり、車社会となった現在、駐車場の問題は消費者からすると店を選ぶ大きな判断材料となる。佐賀の中心商店街は駐車場はあるものの、無料では開放されていない。

　飯塚市商店街では商店街が一丸となって商店街を盛り上げようという運動を取り組んでいるように見えた。佐賀の商店街では、まだ、個々人が奮起し、商店街が一体化しているようには見えなかった。飯塚市商店街を見習いもっとイベントを行うなど、消費者との交流の機会を持つべきだと思われる。これにより、消費者が消費者を呼ぶという好循環を期待したい。
・起業家の育成には十分な時間が必要
チャレンジショップは、人材を育てることはできるが、その育てた人材が商店街に戻ってこないと商店街活性化にはつながりにくい。そこでの厚いサポートを考えなければならない。

これからの時代、これからの街に要求されている起業家は「何を売りたいのか」「時代は何を要求しているのか」というしっかりした意思と視点をもったチャレンジャーである。　　　　　　　　

経営持続の意思を持ちながらも、あらゆる面で経験、情報、知識、資金などが十分にそなわっていないチャレンジャーを事業終了後も継続して指導し、真の起業家に育てていく継続事業が検討されることが期待される。

チャレンジショップも商店街も「マチの新たなにぎわい創出拠点」であるという観点で推進していくべきだと考えられる。 
　昨今の厳しい商業環境の中でキラリと輝く個店として生き残っていくには、「店」という拠点を、「売り場」という単一機能で捉えるのではなく、「コミュニティ機能の結節拠点」として新たな機能を追加することが重要。

　お店とは「地域のコミュニティ拠点」として、新たな人間関係の輪が広がっていく楽しい場所。繁盛する店には、地域の情報が集い、コミュニティから生み出される新たな価値を増幅させる発信機能がある。そのためには、「お客様が持つネットワーク同士を繋いでいく」その役割を担うキーパソンこそが、商店主でなければならない。
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